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（決算日 2₀15年 2 月 2 日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「彩の国応援ファンド」は、このた
び、第₁₂期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<5812>

彩の国応援ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式および店
頭登録株式

運 用 方 法

①埼玉企業（株式公開企業に限ります。）の株
式へ投資することにより、中長期的な信託
財産の成長をめざして運用を行ないます。
②埼玉企業とは、埼玉県内に本社またはこ
れに準ずるものを置いている企業（以下、

「県内企業」といいます。）と、埼玉県に進
出し雇用を創出している企業（以下、「進出
企業」といいます。）とします。
③信託財産の ₂ 割程度を上限に、ＴＯＰＩＸ
先物を買建てることができるものとします。
④実質株式組入比率は、通常の状態で信託
財産の純資産総額の₉₀％程度以上に維持す
ることを基本とします。
⑤埼玉企業の株式への投資のうち個々の銘
柄への投資については、時価総額や市場流
動性あるいは投資リスクなどを考慮して銘
柄選定を行ないます。
⑥県内企業の株式への投資については、そ
れぞれの時価総額に応じた投資比率とする
ことを基本とします。
⑦進出企業の株式への投資については、時
価総額と、県内従業員数など埼玉県との関
連度を考慮して銘柄選定を行ない、それぞ
れの時価総額に応じた比率に一定の値を乗
じた投資比率で組入れを行なうことを基本
とします。
⑧株式以外の資産への投資は、原則として
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。



彩の国応援ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₈ 期末（₂₀₁₁年 ₁ 月₃₁日） ₇, ₁₆₂ ₀ ₈. ₄ ₉₁₀. ₀₈ ₁. ₃ ₉₀. ₈ ₇. ₉ ₁, ₁₄₅
₉ 期末（₂₀₁₂年 ₁ 月₃₁日） ₆, ₅₇₂ ₀ △ ₈. ₂ ₇₅₅. ₂₇ △ ₁₇. ₀ ₈₉. ₉ ₇. ₉ ₉₅₆
₁₀期末（₂₀₁₃年 ₁ 月₃₁日） ₈, ₀₃₁ ₀ ₂₂. ₂ ₉₄₀. ₂₅ ₂₄. ₅ ₉₁. ₂ ₈. ₄ ₁, ₀₀₆
₁₁期末（₂₀₁₄年 ₁ 月₃₁日） ₁₀, ₁₆₉ ₁₅₀ ₂₈. ₅ ₁, ₂₂₀. ₆₄ ₂₉. ₈ ₉₄. ₆ ₂. ₄ ₁, ₀₀₀
₁₂期末（₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日） ₁₁, ₃₀₄ ₁₆₀ ₁₂. ₇ ₁, ₄₀₈. ₇₅ ₁₅. ₄ ₉₂. ₇ ₆. ₂ ₉₀₈

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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彩の国応援ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₁₆₉円　期末：₁₁, ₃₀₄円（分配金₁₆₀円）　騰落率：₁₂. ₇％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

埼玉企業（埼玉県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業と、埼玉県に進出し雇用を創出している企業）の株
式へ投資した結果、当ファンドに組入れている埼玉企業によるポートフォリオが上昇したことから、基準価額は値上がりし
ました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、次第に混迷が深まるウクライナ情勢や、消費税率引上げが景気に与える悪影響への懸念か
ら、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷した状態が続きました。 ₅ 月下旬からは、米国経済の着実な回復や国内企業業績の改善、法
人税率引下げ方針の決定、コーポレートガバナンス（企業統治）改革への期待、円安の進行などにより株価は上昇しまし
た。 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任によ
る国内政治不安などにより、株価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₁ 月₃₁日 ₁₀, ₁₆₉ ― ₁, ₂₂₀. ₆₄ ― ₉₄. ₆ ₂. ₄ 

₂ 月末 ₉, ₉₁₄ △ ₂. ₅ ₁, ₂₁₁. ₆₆ △  ₀. ₇ ₉₁. ₉ ₇. ₄ 
₃ 月末 ₁₀, ₀₁₂ △ ₁. ₅ ₁, ₂₀₂. ₈₉ △  ₁. ₅ ₉₂. ₆ ₆. ₂ 
₄ 月末 ₉, ₆₂₃ △ ₅. ₄ ₁, ₁₆₂. ₄₄ △  ₄. ₈ ₉₁. ₃ ₇. ₅ 
₅ 月末 ₁₀, ₀₀₈ △ ₁. ₆ ₁, ₂₀₁. ₄₁ △  ₁. ₆ ₉₁. ₆ ₇. ₅ 
₆ 月末 ₁₀, ₄₉₄ ₃. ₂ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₃. ₄ ₉₂. ₃ ₆. ₄ 
₇ 月末 ₁₀, ₆₅₅ ₄. ₈ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₅. ₆ ₉₃. ₂ ₆. ₅ 
₈ 月末 ₁₀, ₄₈₁ ₃. ₁ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₄. ₇ ₉₃. ₅ ₅. ₃ 
₉ 月末 ₁₀, ₈₀₃ ₆. ₂ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₈. ₇ ₉₀. ₂ ₈. ₆ 
₁₀月末 ₁₀, ₆₀₁ ₄. ₂ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₉. ₃ ₉₀. ₁ ₈. ₉ 
₁₁月末 ₁₀, ₉₈₃ ₈. ₀ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₅. ₅ ₉₁. ₈ ₇. ₇ 
₁₂月末 ₁₁, ₁₇₅ ₉. ₉ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₅. ₃ ₉₂. ₆ ₆. ₂ 

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₁, ₄₁₆ ₁₂. ₃ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₅. ₉ ₉₃. ₁ ₆. ₂ 
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日 ₁₁, ₄₆₄ ₁₂. ₇ ₁, ₄₀₈. ₇₅ ₁₅. ₄ ₉₂. ₇ ₆. ₂ 

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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彩の国応援ファンド

積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上げ決定、円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しまし
た。₁₂月以降は、原油価格の急落によるロシア経済の悪化懸念や、ギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などから下
落する局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による国債買入れを含む量的金融緩和の決定や、日米景気の着実な
回復などを受け、株価は一進一退で推移しました。

◆前期における「今後の運用方針」

埼玉企業（埼玉県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業と、埼玉県に進出し雇用を創出している企業）の
株式へ投資することにより、中長期的な信託財産の成長をめざして運用を行なってまいります。

◆ポートフォリオについて
現物株式を高位に組入れ、株式組入比率（先物を含む。）につきましては、期を通じておおむね₉₇％程度以上を維持しま

した。
株式の業種構成は、埼玉県に本社を置く企業、もしくは埼玉県への進出企業が多い小売業、輸送用機器等の比率がＴＯＰ

ＩＸと比較して高くなっております。
株式の個別銘柄は、埼玉県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業の株式に対しては、時価総額に応じた投資

比率で、埼玉県に進出し雇用を創出している企業の株式に対しては、時価総額と県内従業員数など埼玉県との関連度を考慮
して銘柄を選定し、それぞれの時価総額に応じた比率に一定の値を乗じた投資比率で組入れを行ないました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
18. 0
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 1. 31～2015. 2. 2）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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彩の国応援ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は160円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

2014年 ₂ 月 ₁ 日
～2015年 ₂ 月 ₂ 日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₁₆₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₁. ₄₀
当 期 の 収 益 （円） ₁₆₀
当 期 の 収 益 以 外 （円）  ₀

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₂, ₄₈₅
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₆₄. ₁₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₁₂₆. ₉₁
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₃₅₄. ₅₉
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂, ₆₄₅. ₆₁
（ｆ）分 配 金 ₁₆₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₂, ₄₈₅. ₆₁
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドの運用方針に従い、埼玉企業（埼玉県内に本社またはこれに準ずるものを置いている企業と、埼玉県に進出し雇
用を創出している企業）に投資を行なう方針です。株式組入比率は高位を維持する方針です。
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彩の国応援ファンド

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₂. ₁～₂₀₁₅. ₂. ₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₁₀円 ₁. ₀₅₉％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₃₆₇円です。

（投信会社）  （₅₆）  （₀. ₅₄₀） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₅）  （₀. ₄₃₂） 販売会社分は、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₉）  （₀. ₀₈₆） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄   ₀. ₀₃₈   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁）  （₀. ₀₀₇） 
（先物）  （₃）  （₀. ₀₃₂） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₁₄   ₁. ₁₀₃  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁₁₀  ₁₁₈, ₇₃₀  ₂₄₇. ₅₄  ₃₁₄, ₀₃₃ 
（ ₁₁. ₃₇） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりま

せん。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₃₅₃  ₃₃₅  ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₄₃₂, ₇₆₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₈₇₁, ₃₄₉千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₄₉ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

5



彩の国応援ファンド

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
西武ホールディングス ₃₈  ₈₅, ₉₁₈  ₂, ₂₆₁  ＳＭＣ ₁  ₂₈, ₂₇₁  ₂₈, ₂₇₁ 
戸田建設 ₁₂  ₆, ₆₈₄  ₅₅₇  しまむら ₂. ₅  ₂₃, ₈₈₄  ₉, ₅₅₃ 
沖電気 ₂₈  ₆, ₅₂₄  ₂₃₃  西武ホールディングス ₈. ₅  ₂₁, ₁₅₃  ₂, ₄₈₈ 
東光 ₂₀  ₆, ₁₄₀  ₃₀₇  テイ・エステック ₄. ₇  ₁₃, ₃₀₉  ₂, ₈₃₁ 
本田技研 ₁  ₃, ₅₁₉  ₃, ₅₁₉  カッパ・クリエイトＨＤ ₁₀. ₄₅  ₁₁, ₃₇₉  ₁, ₀₈₈ 
丸和運輸機関 ₀. ₇  ₂, ₇₆₇  ₃, ₉₅₃  カルソニックカンセイ ₁₈  ₁₀, ₆₇₃  ₅₉₂ 
ＵＡＣＪ ₅  ₂, ₂₃₅  ₄₄₇  大日本印刷 ₁₀  ₁₀, ₄₈₂  ₁, ₀₄₈ 
大日精化 ₃  ₁, ₆₂₉  ₅₄₃  エンプラス ₁. ₇  ₉, ₃₉₁  ₅, ₅₂₄ 
サカイ引越センター ₀. ₄ ₁, ₆₁₆  ₄, ₀₄₁  大正製薬ＨＤ ₁. ₂  ₉, ₁₃₅  ₇, ₆₁₃ 
ＡＧＳ ₁. ₈  ₁, ₅₇₆  ₈₇₆  清水建設 ₁₁  ₈, ₈₀₄  ₈₀₀ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₁₁₈ ― ― ₃₁₄ ₁₉ ₆. ₄ 

株式先物取引 ₃₅₃ ₃₅₃ ₁₀₀. ₀ ₃₃₅ ₃₃₅ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₁₇, ₀₇₇ ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日から₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₃₅₈千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₃₃₄千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₉₃. ₄％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（₃． ₉％）

桧家ホールディングス ₃. ₁ ― ―
清水建設 ₃₆ ₂₅ ₂₀, ₁₅₀
東鉄工業 ₁. ₆ ₁. ₂ ₃, ₃₅₅
戸田建設 ― ₁₀ ₄, ₁₃₀
前田道路 ₄ ₃ ₅, ₆₁₃

食料品（1． ₃％）
不二家 ₁₂ ₈ ₁, ₅₅₂
コカ・コーライーストジャパン ₅. ₅ ₃. ₉ ₇, ₅₅₄
フジッコ ₂ ₁ ₂, ₀₇₇

繊維製品（―）
サイボー ₃. ₂ ― ―

パルプ・紙（₀． 2％）
ザ・パック ₀. ₉ ₀. ₆ ₁, ₄₀₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
化学（2． 1％）

大日精化 ― ₃ ₁, ₉₁₇
太陽ホールディングス ₁. ₂ ₀. ₉ ₃, ₉₈₂
東洋インキ SC ホールディン ₁₄ ₁₀ ₅, ₅₀₀
Ｔ＆Ｋ ＴＯＫＡ ₀. ₆ ― ―
長谷川香料 ₁. ₉ ₁. ₄ ₂, ₃₇₀
大成ラミック ₁. ₄ ₁ ₂, ₈₃₆
信越ポリマー ₃. ₈ ₂. ₆ ₁, ₃₉₁

医薬品（2． ₆％）
大正製薬ＨＤ ₄. ₁ ₂. ₉ ₂₁, ₇₇₉

ゴム製品（₀． ₄％）
フコク ₄ ₂. ₈ ₃, ₃₇₁

鉄鋼（₀． 1％）
日本鋳鉄管 ₇ ₅ ₁, ₁₆₅

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
川金ホールディングス ₄. ₆ ― ―

非鉄金属（1． ₀％）
三井金属 ₂₆ ₁₈ ₄, ₄₆₄
ＵＡＣＪ ₁₁ ₁₄ ₄, ₂₁₄

金属製品（1． ₃％）
ジーテクト ₅ ₇ ₇, ₆₃₇
エイチワン ₅. ₉ ₄. ₅ ₂, ₉₄₃

機械（11． 8％）
日特エンジニアリング ₄. ₁ ₂. ₉ ₃, ₇₀₀
ＳＭＣ ₃. ₁ ₂. ₁ ₆₆, ₅₃₈
アイチ コーポレーション ₁₈. ₁ ₁₂. ₇ ₇, ₄₂₉
椿本チエイン ₉ ₆ ₅, ₇₃₆
グローリー ₃. ₁ ₂. ₂ ₆, ₆₉₉
日本ピストンリング ₁₉ ₁₃ ₃, ₀₉₄
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彩の国応援ファンド

（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別
当　　　期　　　末

買　建　額 売　建　額
国
内Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

百万円 百万円 
₅₆  ― 

（注）単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₈₄₂, ₂₂₈ ₉₀. ₈ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₅, ₇₆₈ ₉. ₂ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₉₂₇, ₉₉₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 ₉2₇， ₉₉₇， 2₆8円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₆₅, ₁₇₃, ₄₁₂  
株 式（評価額） ₈₄₂, ₂₂₈, ₆₀₀  
未 収 入 金 ₁₆, ₆₂₀, ₉₅₆  
未 収 配 当 金 ₉₇₈, ₃₀₀  
差 入 委 託 証 拠 金 ₂, ₉₉₆, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 1₉， ₀₄1， ₉₃1  
未 払 金 ₁, ₂₀₀, ₈₀₃  
未 払 収 益 分 配 金 ₁₂, ₈₆₆, ₀₁₀  
未 払 信 託 報 酬 ₄, ₉₄₉, ₉₅₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₂₅, ₁₆₈  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） ₉₀8， ₉55， ₃₃₇  
元 本 ₈₀₄, ₁₂₅, ₆₅₁  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₀₄, ₈₂₉, ₆₈₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 8₀₄， 125， ₆51口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， ₃₀₄円

＊ 期首における元本額は₉₈₄, ₁₅₁, ₂₃₆円、当期中における追加設定元本額は
₃₀, ₄₀₆, ₉₉₆円、同解約元本額は₂₁₀, ₄₃₂, ₅₈₁円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₃₀₄円です。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
リケン ₅ ₃ ₁, ₃₈₆
イーグル工業 ₂ ₁. ₆ ₃, ₅₂₉
前澤工業 ₄. ₉ ₃. ₄ ₁, ₀₈₄

電気機器（11． ₄％）
安川電機 ₁₁ ₈ ₁₁, ₈₄₀
東光高岳 ₀. ₇ ― ―
ＭＣＪ ₁₁. ₆ ₈. ₁ ₃, ₈₇₉
沖電気 ― ₂₅ ₆, ₀₀₀
サンケン電気 ₂₉ ₂₀ ₁₉, ₂₄₀
ワコム ₃₈. ₅ ₂₇ ₁₅, ₁₂₀
日本信号 ₂. ₈ ₂. ₂ ₂, ₇₆₅
東光 ― ₁₇ ₅, ₄₂₃
新電元工業 ₅ ₃ ₁, ₈₇₂
芝浦電子 ₁. ₈ ₁. ₂ ₂, ₄₉₀
エンプラス ₄. ₆ ₂. ₉ ₁₃, ₀₅₀
キヤノン電子 ₉. ₆ ₆. ₇ ₁₃, ₉₅₆

輸送用機器（2₀． ₉％）
三桜工業 ₁. ₇ ― ―
エフテック ₂. ₈ ₂. ₅ ₂, ₉₃₇
曙ブレーキ ₃₀. ₉ ₂₁. ₇ ₉, ₁₅₇
タチエス ₁. ₇ ₁. ₂ ₂, ₀₃₅
プレス工業 ₅ ₄ ₁, ₆₁₂
カルソニックカンセイ ₆₂ ₄₄ ₂₈, ₈₆₄
本田技研 ₂₂. ₁ ₂₁. ₄ ₇₉, ₁₆₉
ショーワ ₁₇. ₃ ₁₂. ₁ ₁₄, ₂₆₅
八千代工業 ₅. ₅ ₃. ₈ ₃, ₆₇₄
テイ・エス テック ₁₅. ₅ ₁₀. ₈ ₃₃, ₉₆₆

精密機器（1． 8％）
シグマ光機 ₁. ₈ ₁. ₂ ₁, ₁₃₈

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
タムロン ₆. ₃ ₄. ₄ ₁₀, ₂₁₂
ジェコー ₂ ₂ ₉₇₀
リズム時計 ₃₀ ₁₉ ₃, ₀₉₇

その他製品（₄． ₄％）
大日本印刷 ₃₂ ₂₂ ₂₃, ₃₂₀
ツツミ ₄. ₆ ₃. ₂ ₇, ₈₀₄
リンテック ₃. ₅ ₂. ₄ ₆, ₂₅₂

陸運業（11． ₆％）
西武ホールディングス ― ₂₉. ₅ ₈₃, ₅₄₄
サカイ引越センター ― ₀. ₃ ₁, ₁₆₇
日本梱包運輸 ₃. ₂ ₂. ₂ ₄, ₀₈₅
福山通運 ₁₃ ₉ ₅, ₉₉₄
丸和運輸機関 ― ₁. ₂ ₂, ₉₈₈

情報・通信業（₀． 2％）
ＡＧＳ ― ₁. ₆ ₁, ₇₄₄

小売業（1₉． ₆％）
ハニーズ ₁. ₂₇ ― ―
カッパ・クリエイト HD ₅. ₃ ― ―
サイゼリヤ ₁₁. ₉ ₈. ₃ ₁₅, ₇₂₈
かんなん丸 ₁ ₀. ₇ ₁, ₂₇₀
ハイデイ日高 ₃. ₂ ₂. ₇ ₉, ₉₀₉
いなげや ₂. ₄ ₁. ₇ ₂, ₂₇₆
島忠 ₁₁. ₇ ₈. ₂ ₂₃, ₉₃₅
カスミ ₃ ₂. ₁ ₂, ₀₉₃
しまむら ₈. ₄ ₅. ₉ ₆₁, ₀₀₆
ヤオコー ₄. ₆ ₃. ₂ ₂₆, ₃₆₈
マミーマート ₂. ₅ ₁. ₇ ₂, ₉₂₅
ベルク ₄. ₇ ₃. ₃ ₁₀, ₇₄₁
ベルーナ ₂₅. ₈ ₁₈. ₁ ₉, ₁₇₆

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
銀行業（2． ₇％）

武蔵野銀行 ₇. ₇ ₅. ₄ ₂₀, ₆₀₁
栃木銀行 ₅ ₄ ₂, ₁₆₀

不動産業（₀． 1％）
リベレステ ₁. ₈ ₁. ₈ ₁, ₂₅₂

サービス業（2． ₄％）
綜合警備保障 ₄. ₆ ₃. ₃ ₁₀, ₅₂₇
ラウンドワン ₄. ₃ ₃ ₂, ₁₉₉
ナガワ ₃. ₇ ₂. ₆ ₇, ₈₁₃

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₇₁₅. ₄₇ ₅₈₉. ₃ ₈₄₂, ₂₂₈

銘柄数＜比率＞ ₈₀銘柄 ₈₀銘柄 ＜₉₂. ₇％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₂ 月 ₁ 日　至₂₀₁₅年 ₂ 月 ₂ 日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 1₄， ₄₇2， 2₆₀円

受 取 配 当 金 ₁₄, ₄₄₃, ₃₇₃
受 取 利 息 ₂₈, ₆₃₂
そ の 他 収 益 金 ₂₅₅

（Ｂ）有価証券売買損益 8₆， ₃8₆， 8₀1
売 買 益 ₁₄₆, ₆₄₆, ₀₃₅
売 買 損 △ ₆₀, ₂₅₉, ₂₃₄

（Ｃ）先物取引等損益 12， 8₄5， 1₄5
取 引 益 ₁₄, ₅₄₂, ₇₁₆
取 引 損 △ ₁, ₆₉₇, ₅₇₁

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 1₀， ₀2₆， ₄₇₉
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 1₀₃， ₆₇₇， ₇2₇
（Ｆ）前期繰越損益金 △ ₇₆， ₆₀₀， ₄51
（Ｇ）追加信託差損益金 ₉₀， ₆18， ₄2₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₆₇, ₃₈₅, ₆₁₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₃, ₂₃₂, ₈₀₃）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 11₇， ₆₉5， ₆₉₆
（Ｉ）収 益 分 配 金 △ 12， 8₆₆， ₀1₀

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） 1₀₄， 82₉， ₆8₆
追 加 信 託 差 損 益 金 ₉₀, ₆₁₈, ₄₂₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₆₇, ₃₈₅, ₆₁₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₃, ₂₃₂, ₈₀₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₀₉, ₂₅₆, ₃₈₂
繰 越 損 益 金 △ ₉₅, ₀₄₅, ₁₁₆

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ）収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₃, ₁₉₅, ₈₈₉円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₉₀, ₆₁₈, ₄₂₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₀₈, ₉₂₆, ₅₀₃
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₁₂, ₇₄₀, ₈₁₂
（ｆ）分 配 金 ₁₂, ₈₆₆, ₀₁₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₉₉, ₈₇₄, ₈₀₂
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₈₀₄, ₁₂₅, ₆₅₁口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1₆₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₂ 月₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₃₀₄円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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